
議案第９８号 

 

   豊明市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正について  

 豊明市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を別添のよう

に定めるものとする。 

 

令和元年１２月９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等

を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴い必要があるからである。 

    



豊明市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

 

豊明市印鑑の登録及び証明に関する条例（昭和５０年豊明市条例第２０号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第２号を次のように改める。 

（２） 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。） 

第５条第３項中「記載」の次に「（法第６条第３項の規定により磁気ディス

ク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物

を含む。以下同じ。）をもって調製する住民票にあっては、記録。以下同じ。）

が」を加える。 

第６条第１項第３号中「（法第６条第３項の規定により磁気ディスク（これ

に準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。

以下同じ。）をもって調製する住民票にあっては、記録。以下同じ。）」を削

り、「通称が記載されている」を「通称の記載がされている」に改め、同項第

６号中「記載されている」を「記載がされている」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、令和元年１２月１４日から適用する。 

 



議案第９９号 

 

豊明市公共下水道事業受益者分担に関する条例の制定について 

豊明市公共下水道事業受益者分担に関する条例を別添のように定めるものと

する。 

 

令和元年１２月９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

この案を提出するのは、農村集落家庭排水施設事業を廃止し、公共下水道事

業に統合することに伴い新たに公共下水道事業の分担金に係る条例を整備する

必要があるからである。 

 

 



豊明市公共下水道事業受益者分担に関する条例 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、市が施行する公共下水道の整備事業のうち都市計画事業

でないもの（以下「事業」という。）に要する費用の一部に充てるため、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２４条の規定に基づく受益者の分

担金（以下「分担金」という。）の賦課及び徴収について必要な事項を定め

るものとする。 

 （受益者） 

第２条 この条例において「受益者」とは、市の公共下水道の排水区域（以下

「排水区域」という。）内にある世帯が居住し、又は居住しようとする建築

物の所有者で、排水区域内の公共下水道施設を利用して下水を排除する者を

いう。ただし、質権又は使用貸借若しくは賃貸借による権利（以下「質権等」

という。）の目的になっている建築物については、建築物所有者と質権等を

有する者の協議により、受益者を定めるものとする。 

２ 建築物が集合建築物（集合住宅又は雑居ビル等をいう。）若しくは共有建

築物の場合又は地域において管理組合等が設置されている場合は、その様態

を勘案して市長がそれぞれの受益者を定めることができる。 

 （分担区の決定等） 

第３条 市長は、排水区域を土地の状況等に応じて２区以上の分担区に区分す

ることができる。 

２ 市長は、前項の規定により分担区を定めたときは、当該分担区の名称及び

区域を公告しなければならない。 

 （分担金の額） 

第４条 受益者の負担する分担金の額は、次の表の左欄に掲げる分担区の区分

に応じ、同表の右欄に掲げる１水道メーター当たりの分担金の額に、当該受

益者が所有する建築物の水道メーター数を乗じて得た額とする。ただし、勅

使台団地管理組合法人の管理区域については、第２条第２項を適用し当該管

理組合を受益者と定め、地区総額での一括賦課及び徴収とする。 

分担区の名称 １水道メーター当たりの分担金額又は地区総額 



沓 掛 地 区 φ１３ｍｍ １７６，２００円 

φ２０ｍｍ ４２０，１００円 

φ２５ｍｍ ６５６，１００円 

φ３０ｍｍ ９４５，８００円 

φ４０ｍｍ １，６８３，４００円 

φ５０ｍｍ ２，６３０，０００円 

φ７５ｍｍ ５，９１９，４００円 

井戸水 １７６，２００円 

勅使台団地地区 勅使台団地管理組合法人

の管理区域で組合が一括

で納める場合の総額 

８３，２１８，０００円 

２ 前項の水道メーターは、排水区域内の公共下水道施設を利用して下水を排

除するものを対象とする。 

 （賦課対象区域の決定等） 

第５条 市長は、分担金を賦課しようとするときは、分担金を賦課する対象区

域（以下「賦課対象区域」という。）を定め、これを公告しなければならな

い。 

２ 前項の賦課対象区域は、同項の公告の日（以下「公告日」という。）にお

いて既に事業を施行し、又は公告日から３年以内に事業を施行することが予

定されている区域でなければならない。 

 （分担金の賦課及び徴収） 

第６条 市長は、公告日現在における当該公告のあった賦課対象区域内の建築

物に係る受益者ごとに、第４条の規定により算出した分担金の額を定め、こ

れを賦課するものとする。 

２ 市長は、公告日以後に新たに受益者となった者については、その都度分担

金を賦課するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により分担金の額を定めたときは、遅滞なく、当該

分担金の額及びその納付期限等を受益者に通知しなければならない。 

４ 分担金は、一括して徴収するものとする。ただし、市長が特に必要と認め



たときは、この限りでない。 

 （分担金の賦課の特例） 

第７条 市長は、公告日現在において、豊明市農村集落家庭排水施設事業受益

者分担に関する条例(昭和５２年豊明市条例第１号)第２条に定める受益者で

あり、かつ、同条例第４条に定める分担金を納付したものについては、新た

に分担金を賦課しないものとする。 

 （延滞金） 

第８条 市長は、第６条第３項の規定により通知した納付期限までに分担金を

納付しない者があるときは、当該分担金にその納付期限の翌日から納付の日

までの期間の日数に応じ、年１４．６パーセント（納付期限の翌日から１月

を経過する日までの期日については年７．３パーセント）の割合を乗じて計

算した金額に相当する延滞金を加算して徴収するものとする。 

２ 延滞金の計算の基礎となる分担金の額に１，０００円未満の端数があると

きは、その端数金額を切り捨てる。 

３ 前２項により計算した金額に１００円未満の端数があるとき、又はその金

額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨て

る。 

４ 市長は、受益者が納付期限までに分担金を納付しなかったことについて、

やむを得ない理由があると認められる場合には、第１項の延滞金を減免する

ことができる。 

 （分担金の徴収猶予） 

第９条 市長は、受益者が災害、盗難その他の事故により当該分担金を納付す

ることが困難であると認めるときは、分担金の徴収を猶予することができる。 

 （分担金の減免） 

第１０条 市長は、次の各号の一に該当する受益者の分担金を減免することが

できる。 

（１） 国又は地方公共団体が公用に供し、又は供することを予定している

建築物に係る受益者 

（２） 国又は地方公共団体がその企業の用に供している建築物に係る受益

者 



（３） 国又は地方公共団体が公共の用に供し、又は供することを予定して

いる建築物に係る受益者 

（４） 区、町内会及び自治会が設置及び管理している施設等の建築物に係

る受益者 

（５） 公の生活扶助を受けている受益者その他これに準ずる特別の事情が

あると認められる受益者 

 （６） 前各号に掲げる受益者のほか、その状況により特に分担金を減免す

る必要があると認められる受益者 

（受益者に変更があった場合の取扱い） 

第１１条 受益者の変更があった場合において、当該変更に係る当事者の一方 

又は双方がその旨を市長に届け出たときは、新たに受益者となった者が、従 

前の受益者の地位を継承するものとする。ただし、第６条第１項の規定によ 

り受益者から徴収すべき金額のうち、当該届出の日までに納付すべき時期に 

いたっているものは、従前の受益者が納付するものとする。 

（委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は

規則で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、附則第２条及び第３条

の規定は、第４条の表に規定する沓掛地区の公共下水道への供用開始の告示

の日から施行する。 

 （豊明市農村集落家庭排水施設事業受益者分担に関する条例の廃止） 

第２条 豊明市農村集落家庭排水施設事業受益者分担に関する条例（昭和５２

年豊明市条例第１号）は、廃止する。 

 （経過措置） 

第３条 前条の規定による廃止前の豊明市農村集落家庭排水施設事業受益者分

担に関する条例の規定により分担金を賦課及び徴収する者のうち、附則第１

条の本文に規定する施行の日以降に公共下水道施設の利用を開始するものに

ついては、なお従前の例による。 



（延滞金の割合の特例） 

第４条 当分の間、第８条第 1 項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの

割合及び年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特

例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算し

た割合をいう。以下この条において同じ。）が年７．３パーセントの割合に

満たない場合には、その年（以下この条において「特例基準割合適用年」と

いう。）中においては、年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基

準割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した

割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に年１パ

ーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの

割合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）とする。 
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